
[環境創造局] ９款２項２目 （単位：千円）
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建設発生土対策事業
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公共工事から発生した建設発生土を、本市臨海部や地方港の埋立用材や建設資材として再利用する。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

             1              1              1                  1              1              1              1
搬出土量

実績            0.5            0.2万ｍ3

       99%以上       99%以上       99%以上           99%以上       99%以上             -             -

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

再資源化率

             -             -実績%

国の「港湾建設資源の広域利用基本計画」に基づき、本市公共工事から発生する建設発生土を地方港湾の埋立事業等に活用することで
、公共工事の円滑な推進と資源循環型社会の構築及び、建設発生土の適正処理に寄与します。

事業目的

建設工事に伴う副産物に関して、環境負荷軽減のためのリサイクルの推進や、建設発生土に起因する土砂災害の防止が求められていま
す。

背景・課題

・資源の有効な利用の促進に関する法律　・平成２４年１２月「広域利用事業の実施について」方針決裁根拠法令・方針決裁等

広域利用事業　２年度0ｍ3、３年度0.5万ｍ3、４年度0.2万ｍ3、５年度１万ｍ3（見込）、６年度１万ｍ3（見込）
建設副産物・建設発生土関連調査委託　２年度０件、３年度０件、４年度０件、５年度１件（見込）、６年度１件（見込）

根拠・データ等

建設発生土を随時受入、関係機関と調整し、広域利用事業の対象地方港湾へ搬出する。
建設発生土調査委託　令和６年４月～令和７年３月

事業スケジュール

平成6年事業開始年度

1
5年度6年度

建設発生土対策事業
細事業(事業内訳） 1             83,710             77,220                6,490

            83,710             77,220                6,490

技術監理課環境創造局

一般会計

遠藤 充 平林 修 安藤 友香


